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外国人市民数の推移 ①                   
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  1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2017 2018 

ブラジル 28 1,457 6,132 5,920 7,279 10,086 10,789 12,111 13,270 18,548 19,461 14,959 12,268 9,017 8,447 8,667 9,007 

フィリピン 157 470 797 749 699 912 1,264 1,780 2,415 2,460 3,034 3,081 3,013 3,090 3,265 3,485 3,699 

中国 245 284 519 568 909 1,028 968 1,322 1,654 2,474 3,091 3,242 3,010 2,657 2,443 2,443 2,499 

ペルー 2 17 836 639 705 827 1,095 1,382 1,576 2,226 2,421 2,226 2,035 1,717 1,679 1,684 1,713 

韓国・朝鮮 1,973 2,040 2,213 2,001 1,930 1,720 1,623 1,585 1,629 1,701 1,660 1,574 1,489 1,385 1,264 1,261 1,250 

ベトナム 106 136 199 233 315 402 524 609 744 906 969 1,041 1,074 1,210 1,505 1,809 2,155 

インドネシア 32 39 127 75 72 159 589 514 655 941 1,025 808 667 654 700 745 929 

その他 194 305 633 676 645 898 997 1,092 1,206 1,516 1,665 1,594 1,582 1,427 1,681 1,748 1,893 

合 計 2,737 4,748 11,456 10,861 12,554 16,032 17,849 20,395 23,149 30,772 33,326 28,525 25,138 21,157 20,984 21,842 23,145 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2017 2018

その他 

インドネシア 

ベトナム 

韓国・朝鮮 

ペルー 

中国 

フィリピン 

ブラジル 

（年） 

※各年4月1日現在 

（人） 改正入管法施行 リーマン・ショック 

急増 

減少 
再増 

（人） 



3 

※各年12月末現在 

主な在留資格 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

永住者 10,676 12,366 12,715 12,698 12,840 12,504 11,036 10,939 11,083 11,314 11,554 

定住者 11,420 10,285 7,523 5,920 5,040 4,372 3,915 3,826 3,651 3,733 4,120 

日本人の配偶者等 4,773 4,071 3,126 2,535 2,219 1,856 1,707 1,587 1,484 1,411 1,414 

技能実習 - - - 764 1,115 1,210 1,205 1,214 1,207 1,476 1,650 

特別永住者 1,217 1,186 1,140 1,083 1,043 1,006 983 938 897 870 841 

留学 678 684 717 699 693 629 611 580 618 700 815 

永住者の配偶者等 305 376 382 365 383 397 443 484 529 529 582 
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•市には2万4千人を超える外国人市民が居住 

•特にブラジル人は9千人を超え、全国の都市で最多 

•日本で3番目の総領事館が設置 

•永住者等の長期滞在が可能な在留資格が約8割 
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国における外国人材の受入れ拡大                  

『基本的には賛成』 

【理由】 

●既に労働力不足解消のための移民（あるいは移民と認識できる外国人） 

 の受入れは、日系の資格や技能実習制度などで行われている。 

●今後の構造的な人手不足を考えれば、このまま放置しても、技能実習 

 制度などでさらに外国人は増えていく。 

●完全とは言えないが、幅広く外国人労働者受入れを制度化することは 

 画期的。 

≪改正入管難民法に基づく外国人労働者受入れ拡大≫ 

外国人労働者を正面から受け入れることは評価 
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外国人材の受入れと社会統合(多文化共生)政策①                   

外国人材を受け入れていくには 
 

１ 将来を見据えた明確な受入れ方針と、その方針に 
  基づいた受入れ基準やルールが必要 

    ■受け入れる外国人労働者は、ロボットではなく、血の通った人間 

    ■外国人労働者であるとともに、地域における生活者である 

２ 受入れ状況を踏まえた、社会保障や教育などの 
  社会統合政策の充実を図らなければならない 

≪国への投げかけ事項≫ 
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社会統合政策を充実させていくには 
 

１ 内閣府に「(仮称)外国人庁」を設置し、出入国  
  管理と社会統合を総合的に調整、推進する 

    ■消費者庁の設置で、消費者行政が飛躍的に進んだように、 

     専門の組織の設置により、外国人施策も飛躍的に進む 

２ 国と地方自治体の役割と責任を明確にする 

    ■外国人を脅威として捉えるのではなく、 

     その能力や多様性を活かしていくという積極的な考え方が必要 

外国人材の受入れと社会統合(多文化共生)政策②                   

≪国への投げかけ事項≫ 


